
（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【産業労働部】 環境対応型ビジネスを振興するための県内企業への支援

新 ・技術開発から製品開発・販売促進までの総合的支援

１ 環境ビジネス支援

プロジェクト 142,454 142,454 １ 環境対応ビジネス推進事業 １，８１２万５千円

関連事業 一財 142,454 一財 142,454 ・環境ビジネス推進協議会の設置

・環境関連データベース構築

・研究開発補助金の交付 ２社（１社３００万円）

・販売促進費補助金の交付 ６社（１社 ４０万円）

２ 新産業創造プロジェクト事業

（産・学・官と地域が連携した共同研究プロジェクト）

１，０１５万円

・環境ビジネス創出促進、低炭素モデル都市の構築など

（外部的競争資金の活用）

３ 環境対応ビジネス振興事業費

（産業技術総合センターにおける技術・研究開発支援）

８，８８０万１千円

・革新的技術の開発支援・共同研究（産学官連携）

・新技術導入に関する相談・指導

４ 「産業創造資金」の充実・拡大 １，５００万円

〈融資対象の拡大〉環境対応型製品開発

〈融 資 枠の拡大〉５０億円 → １００億円

５ 中小企業環境対策促進支援事業

（中小企業振興公社における中小企業支援）

１，０３７万８千円

・省エネ・環境対策アドバイザーの設置

産業労働部

－ １ －

【審査の考え方】

県内中小企業の環境ビジネスを支援する必要性を認

め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

２ 西部地域振興 産業の振興と地域住民の活動・交流を促進するための

ふれあい拠点施設 1,916,520 506,265 506,265 複合拠点施設の整備（川越市共同事業）

整備事業費 財収 276,669 財収 231,004 財収 231,004

諸収入 13,631 諸収入 13,787 諸収入 13,787 １ ＰＦＩ業務委託 ２，７３９万２千円

県債1,358,000 県債 180,000 県債 180,000 ・審査委員会の運営支援、事業契約の締結支援等

一財 268,220 一財 81,474 一財 81,474 ２ 事業者選定審査委員会運営費 ３８万６千円

３ 用地費 ４億７，４３６万円

・土地開発公社が先行取得した事業用地の買戻し

４ その他事務費 ４１２万７千円

・ＰＲパンフ作成、事業用地雑草刈払業務等

〈施設概要〉

所在地：川越市新宿町１丁目地内(土地：約21,500㎡)

県施設(12,200㎡) 産業支援施設 (5,100㎡)

大学ｺﾝｿｰｼｱﾑ ( 900㎡)

県地方庁舎 (6,200㎡)

市施設(13,000㎡) 市民活動支援ｾﾝﾀｰ (5,000㎡)

（債務負担行為） 限度額 限度額 多目的ホール (8,000㎡)

11,350,064 11,350,064 承 認
使手 2,849,240 使手 2,849,240

期間：平成２１年度～平成４４年度

財収 1,821,540 財収 1,821,540 〈事業計画〉 Ｈ２１年度 事業者決定、設計

県債 3,257,000 県債 3,257,000 Ｈ２２年度 設計、工事

一財 3,422,284 一財 3,422,284 ～２４年度 オープン（１０月予定）

Ｈ２４年度

～４４年度
維持管理・運営

産業労働部

－ ２ －

【審査の考え方】

施設整備に向けて、事業者選定業務の委託や事業用地

の買戻しなどを行う必要性を認め、要求額を措置すると

ともに、債務負担行為の設定を承認した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

３ 東部地域振興 産業の振興と地域住民の活動・交流を促進するための

ふれあい拠点施設 15,789 1,302,940 1,302,940 複合拠点施設の整備（春日部市共同事業）

整備事業費 諸収入 7,583 諸収入 12,326 諸収入 12,326

一財 8,206 県債 986,000 県債 986,000

一財 304,614 一財 304,614 １ 事業者選定等支援業務及びモニタリング業務

２，５９７万４千円

・審査委員会運営、基本協定書作成支援 など

２ 事業用地管理事務費 ７６万７千円

・事業用地雑草刈払業務

３ 事業関係者との調整 ３７万８千円

４ 用地費 １２億７，５８２万１千円

・用地事業特別会計からの買戻し

〈施設概要〉

所在地：春日部市南１丁目地内 (土地：約5,210㎡)

県施設(5,500㎡) 産業支援施設(多目的ホール含む)

(5,000㎡(ﾎｰﾙ 1,000㎡))

県ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ ( 500㎡)

市施設(3,500㎡) 市民活動交流施設 (1,900㎡)

（債務負担行為）
限度額

市保健ｾﾝﾀｰ (1,600㎡)

2,779,701 承 認
県債 2,130,000

期間：平成２１年度～平成２２年度

一財 649,701 〈事業計画〉 Ｈ２１年度 事業者決定、設計、工事

～２２年度 工事、オープン（３月予定）

産業労働部

－ ３ －

【審査の考え方】

施設整備に向けて、事業者選定業務の委託や事業用地

の買戻しなどを行う必要性を認め、要求額を措置すると

ともに、債務負担行為の設定を承認した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

４ 中小企業制度融資 金融機関に利子補給を行うことで低利な融資制度を設け、

利子補給費 2,460,520 2,833,800 2,833,800 県内中小企業者の金融の円滑化を促進

一財 2,460,520 一財 2,833,800 一財 2,833,800

１ 新規融資枠分の利子補給 ５億８，９６８万３千円

新規融資枠 ４，５００億円

（前年度 ４，２００億円）

うち利子補給あり ２，７００億円

〈主な変更事項〉

新設 ・セーフティ緊急融資 （融資枠400億円）

・要件緩和型経営安定資金 （融資枠400億円）

・予約貸付枠の設定

事業資金（一般貸付） （融資枠150億円）

小規模事業資金 （融資枠 50億円）

拡充 ・産業創造資金

融資対象の拡大 環境対応型製品開発等

融資枠の拡大 （50億円→100億円）

・事業資金（短期貸付）

融資限度額の拡大（1,000万円→2,000万円）

融資枠の拡大 （50億円→100億円）

２ 過年度融資分の利子補給

２２億４，４１１万７千円

産業労働部

－ ４ －

【審査の考え方】

中小企業の厳しい経営状況に対応するため、融資枠を３００億円

拡大するとともに、セーフティ緊急融資や予約貸付枠を創設するな

ど、中小企業の資金需要に万全を期すため、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

５ 雇用対策の推進 対策１ 働き続けるために ２億８，４９１万５千円

関連事業費 1,022,742 1,359,140 1,359,140
国庫 393,699 国庫 667,504 国庫 667,504 勤労者融資枠の拡大 ３億円（⑳２億円）

使手 52,202 使手 66,936 使手 66,936

財収 473 財収 286 財収 286 労働相談の充実

諸収 245,166 諸収 277,739 諸収 277,739 土曜、夜間の相談実施

一財 331,202 一財 346,675 一財 346,675

企業への雇用維持支援

非正規労働者の労働環境アドバイザーや

中小企業人材定着コンサルタントの派遣

対策２ 仕事に就くために ２億６，４４２万７千円

就業相談の充実強化

ヤングキャリアセンター埼玉

土曜日開所、専門員の配置 １人(⑳０人)

埼玉県女性キャリアセンター

出前相談・セミナーの充実強化 ８４日(⑳６１日)

団塊世代活動支援センター

キャリアカウンセラーの配置 １人(⑳０人)

市町村障害者就労支援センターの設置促進

新設７市 (⑳５市)

求職者と企業のマッチング強化

交流会・面接会の実施 ２９回(⑳１６回)

産業労働部

－ ５ －

【審査の考え方】

非正規労働者の雇止めなど、雇用情勢の急激な悪化に対応するた

め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

５ 雇用対策の推進 対策３ 働く力をつけるために ８億９７９万８千円

関連事業費

（続き） 新 非正規労働者の再チャレンジ支援訓練

非正規雇用離職者を対象に民間教育訓練機関を

活用した職業訓練を実施

訓練定員 ３００人

求職者職業訓練の拡充

訓練定員 ２，８９５人（⑳１，８０５人）

＜内訳＞

民間教育訓練機関等へ委託して行う職業訓練

離転職者等対象訓練

１，５４５人(⑳５６５人)

障害者対象訓練

３００人(⑳２５０人)

高等技術専門校施設内職業訓練

１，０５０人(⑳９９０人)

新 高等技術専門校訓練生への就職相談支援の強化

職業能力開発センターに就職支援相談員を配置

し、職業訓練受講者へのカウンセリング及び訓

練指導員への助言等支援を実施

相談員１人の配置

産業労働部

－ ５～２ －


